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租税に関するデータ移転とデータ保護

租
税
に
関
す
る
デ
ー
タ
移
転
と
デ
ー
タ
保
護 

―
―
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
税
務
執
行
共
助
指
令
と
デ
ー
タ
保
護
法
制
を
素
材
と
し
て
―
―

髙　
　

橋　
　

里　
　

枝

は
じ
め
に

一　

租
税
分
野
に
関
係
す
る
Ｅ
Ｕ
デ
ー
タ
保
護
規
範

二　

Ｄ
Ａ
Ｃ
と
デ
ー
タ
保
護
法
制
の
関
係
と
問
題

三　

Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
か
ら
導
く
規
範

四　

Ｅ
Ｕ
税
務
行
政
共
助
適
用
に
お
け
る
デ
ー
タ
保
護
の
保
障

お
わ
り
に

は
じ
め
に

　

国
家
お
よ
び
国
際
機
関
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
規
模
で
行
わ
れ
る
租
税
回
避
に
様
々
に
対
応
し
て
き
た
。
租
税
に
関
す
る
情
報
の
交

換
制
度
お
よ
び
義
務
的
開
示
制
度
も
そ
の
よ
う
な
対
応
策
の
一
翼
を
担
っ
て
い
る
。
欧
州
連
合
（
以
下
「
Ｅ
Ｕ
」
と
い
う
。）
も
ま
た
、

租
税
回
避
対
策
に
お
い
て
は
単
一
国
家
の
枠
組
み
を
超
え
て
取
り
組
ん
で
い
る
。
Ｅ
Ｕ
は
、
こ
れ
ま
で
情
報
交
換
お
よ
び
義
務
的
開
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示
に
関
す
る
指
令（

（
（

を
し
ば
し
ば
改
正
し
て
き
た
。
と
く
に
、
二
〇
一
四
年
以
降
の
改
正
は
著
し
い
。
こ
れ
は
、
経
済
開
発
協
力
機
構

（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
に
よ
る
税
源
浸
食
と
利
益
移
転
に
係
る
行
動
計
画
（A

ction Plan on Base Erosion and Profit Shifting

）」（
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
行
動
計
画
）（

（
（

に
端
を
な
す
。

　

他
方
で
、
Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
は
、
二
〇
一
八
年
に
個
人
デ
ー
タ
の
保
護
の
権
利
を
定
め
る
Ｅ
Ｕ
一
般
デ
ー
タ
保
護
規
則
（
以
下
「
Ｇ

Ｄ
Ｐ
Ｒ
」
と
い
う
。）
が
施
行
さ
れ
た（

（
（

。
Ｅ
Ｕ
条
約
の
前
文
に
も
掲
げ
ら
れ
て
い
る
と
お
り
、
Ｅ
Ｕ
の
行
動
を
裏
付
け
る
も
の
と
し
て

基
本
権
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
基
本
権
に
は
個
人
デ
ー
タ
保
護
が
含
ま
れ
、
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
一
六
条
お
よ
び
Ｅ
Ｕ
基
本

権
憲
章
（
以
下
「
憲
章
」
と
い
う
。）
第
八
条
に
そ
の
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
は
、
Ｅ
Ｕ
立
法
と
し
て
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
お

よ
び
憲
章
に
規
定
さ
れ
た
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
を
具
体
化
し
た
規
則
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
は
、
個
人
デ
ー
タ
保
護
に
係

る
事
件
に
お
い
て
、
高
い
レ
ベ
ル
で
個
人
デ
ー
タ
を
保
護
す
る
こ
と
を
示
し
て
い
る（

（
（

。
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
個
人
デ
ー
タ
保
護
規
範
は
、

一
貫
し
て
適
用
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
こ
ろ
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
は
租
税
に
関
す
る
デ
ー
タ
保
護
に
対
し
て
は
十
分
に
機
能
し
な
い
こ

と
と
思
わ
れ
る（

（
（

。
こ
れ
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
に
規
定
さ
れ
る
留
保
条
項
に
よ
り
、
脱
税
や
租
税
回
避
を
防
止
す
る
と
い
う
目
的
の

た
め
で
あ
れ
ば
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
で
定
め
ら
れ
て
い
る
デ
ー
タ
主
体
（
納
税
者
）
の
権
利
保
障
は
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
ら
れ

る
か
ら
で
あ
る
。

　

租
税
条
約
等
に
基
づ
き
世
界
中
で
収
集
さ
れ
た
個
人
デ
ー
タ
の
交
換
が
活
発
に
行
わ
れ
て
い
る
。
と
く
に
自
動
的
情
報
交
換
制
度

に
お
い
て
、
大
量
の
デ
ー
タ
（
以
下
「
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
」
と
い
う
。）
が
無
差
別
に
収
集
お
よ
び
転
送
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、

一
方
で
は
、
納
税
者
の
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
を
侵
害
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
、
他
方
で
は
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
は
脱

税
や
租
税
回
避
の
リ
ス
ク
が
高
い
ケ
ー
ス
を
特
定
す
る
こ
と
に
役
立
つ
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
制
定
に
よ
り
廃
止
さ
れ
た
デ
ー
タ
保
護
指
令（

（
（

二

九
条
に
基
づ
き
創
設
さ
れ
た
デ
ー
タ
保
護
作
業
部
会（

（
（

は
そ
の
公
表
し
た
「
租
税
に
関
す
る
個
人
デ
ー
タ
の
国
家
間
の
自
動
交
換
文

書
」（

（
（

に
お
い
て
、
自
動
的
情
報
交
換
に
お
い
て
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
が
損
な
わ
れ
る
懸
念
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
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本
稿
で
は
、
租
税
に
関
す
る
情
報
の
交
換
制
度
お
よ
び
義
務
的
開
示
制
度
と
Ｅ
Ｕ
デ
ー
タ
保
護
規
範
の
関
係
を
論
ず
る
。

一　

租
税
分
野
に
関
係
す
る
Ｅ
Ｕ
デ
ー
タ
保
護
規
範

（
一
）
第
一
次
法
に
定
め
る
デ
ー
タ
保
護
規
定

　

基
本
権
の
保
障
を
定
め
る
Ｅ
Ｕ
条
約
六
条
は
、
憲
章
が
Ｅ
Ｕ
条
約
お
よ
び
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
（
以
下
、
両
条
約
を
あ
わ
せ
て
「
Ｅ
Ｕ
基

本
条
約
」
と
い
う
。）
と
同
一
の
法
的
価
値
を
有
し
憲
章
に
掲
げ
る
権
利
、
自
由
お
よ
び
原
則
を
承
認
す
る
こ
と
（
一
項
）、
欧
州
人

権
条
約
へ
の
加
入
（
二
項
）、
欧
州
人
権
条
約
に
よ
り
保
障
さ
れ
る
基
本
権
お
よ
び
加
盟
国
に
共
通
す
る
憲
法
的
伝
統
に
由
来
す
る

基
本
権
が
Ｅ
Ｕ
法
の
一
般
原
則
を
構
成
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
（
三
項
）。
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
例
に
よ
れ
ば
、
欧
州
人
権

条
約
は
基
本
権
の
範
囲
を
検
討
す
る
に
あ
た
っ
て
、
法
の
一
般
原
則
と
し
て
尊
重
す
る
の
み
で
あ
る（

（
（

。

　

ま
た
、
加
盟
国
の
憲
法
に
由
来
す
る
基
本
権
の
尊
重
も
法
の
一
般
原
則
を
構
成
す
る（

（1
（

。

　

憲
章
八
条
に
個
人
デ
ー
タ
保
護
が
定
め
ら
れ
て
い
る（

（1
（

。
同
五
二
条
に
は
、
権
利
保
護
が
制
限
さ
れ
る
場
合
、
比
例
性
原
則
に
従
う

こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

（
二
）
第
二
次
法
に
定
め
る
デ
ー
タ
保
護
規
定
―
―
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
お
よ
び
デ
ー
タ
保
護
指
令
―
―

　

デ
ー
タ
保
護
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
立
法
と
し
て
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
が
あ
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
が
制
定
さ
れ
る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
、
そ
の
前
身
と
な
る

デ
ー
タ
保
護
指
令
（
一
九
九
五
年
発
遣
）
が
廃
止
さ
れ
た
。
二
〇
一
二
年
の
Ｅ
Ｕ
委
員
会
は
、「
技
術
の
進
歩
と
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ

り
、
デ
ー
タ
収
集
、
ア
ク
セ
ス
、
使
用
方
法
が
大
き
く
変
化
し
た
。
さ
ら
に
、
加
盟
国
は
デ
ー
タ
保
護
指
令
を
異
な
る
方
法
で
実
施

し
て
お
り
、
そ
の
結
果
加
盟
国
に
よ
っ
て
法
制
度
や
そ
の
運
用
に
ば
ら
つ
き
が
生
じ
て
い
る
。」（

（1
（

と
し
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
を
提
案
し
た
。
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租
税
分
野
に
も
関
係
す
る
条
文
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
六
条
）：
個
人
デ
ー
タ
処
理
に
関
す
る
原
則

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
一
二
条
な
い
し
二
二
条
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
一
〇
な
い
し
一
二
条
）：
デ
ー
タ
主
体
の
権
利

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
三
四
条
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
二
一
条
）：
個
人
デ
ー
タ
侵
害
の
デ
ー
タ
主
体
へ
の
通
知

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
一
三
条
）：
制
限

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
一
項
は
、
個
人
デ
ー
タ
処
理
に
関
す
る
原
則
（
ａ
）
か
ら
（
ｆ
）
を
規
定
し
て
い
る（

（1
（

。

（
ａ
）
適
法
性
、
公
平
性
、
透
明
性

（
ｂ
）
目
的
制
限

（
ｃ
）
デ
ー
タ
最
小
限
化

（
ｄ
）
正
確
性

（
ｅ
）
保
存
制
限

（
ｆ
）
完
全
性
、
秘
密
保
持
性

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
一
項
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
で
保
障
さ
れ
る
デ
ー
タ
主
体
の
権
利
が
留
保
さ
れ
る
場
合
お
よ
び
そ
の
要
件
に
つ
い
て
規

定
し
て
い
る
。

管
理
者
ま
た
は
処
理
者
に
適
用
さ
れ
る
Ｅ
Ｕ
法
ま
た
は
加
盟
国
法
は
、
当
該
制
限
が
基
本
権
お
よ
び
自
由
の
本
質
を
尊
重
し
、
か
つ
、
民
主

社
会
に
お
け
る
必
要
性
と
比
例
性
を
満
た
し
て
い
る
と
き
、
規
定
が
一
二
条
か
ら
二
二
条
に
お
け
る
権
利
と
義
務
に
相
当
す
る
限
り
に
お
い

て
、
立
法
的
措
置
に
よ
り
一
二
条
か
ら
二
二
条
、
三
四
条
お
よ
び
五
条
に
規
定
さ
れ
た
義
務
と
権
利
の
範
囲
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
傍
線
筆
者
）

（
ｅ
）
Ｅ
Ｕ
ま
た
は
加
盟
国
の
そ
の
他
の
一
般
的
な
公
共
の
利
益
の
重
要
な
目
的
、
通
貨
上
、
予
算
上
お
よ
び
税
制
上
の
問
題
、
公
衆
衛
生
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お
よ
び
社
会
保
障
を
含
む
と
く
に
Ｅ
Ｕ
ま
た
は
加
盟
国
の
重
要
な
経
済
的
財
政
的
利
益

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
一
項
に
よ
れ
ば
、「
必
要
性
と
比
例
性
」
を
満
た
し
「
税
制
上
の
問
題
」
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
デ
ー
タ
主

体
に
付
与
さ
れ
る
権
利
保
障
は
制
限
さ
れ
る
。

二　

Ｄ
Ａ
Ｃ
と
デ
ー
タ
保
護
法
制
の
関
係
と
問
題

（
一
）
Ｄ
Ａ
Ｃ
と
デ
ー
タ
保
護
法
制
の
関
係

　

一
九
七
七
年
に
直
接
税
に
か
か
る
情
報
交
換
を
定
め
る
最
初
の
Ｅ
Ｕ
立
法
「
直
接
税
分
野
に
お
け
る
加
盟
国
の
権
限
あ
る
当
局
に

よ
る
執
行
共
助
に
関
す
る
理
事
会
指
令
」（

（1
（

が
発
遣
さ
れ
た
。
当
該
指
令
は
二
〇
一
一
年
に
廃
止
さ
れ
、
現
在
の
情
報
交
換
指
令
の
元

と
な
る
指
令
（
通
称
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
）（

（1
（

が
立
法
さ
れ
た
。
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
は
、
そ
の
後
七
回
改
正
さ
れ
、
最
新
は
二
〇
二
三
年
に
制
定
さ
れ
た

Ｄ
Ａ
Ｃ
8 （

（1
（

と
な
っ
て
い
る
。
二
〇
二
一
年
に
は
、
多
国
籍
企
業
の
税
務
関
連
情
報
の
開
示
を
義
務
化
す
る
指
令（

（1
（

が
発
遣
さ
れ
た
。

　

い
ず
れ
の
指
令
に
お
い
て
も
、
そ
の
前
文
に
憲
章
に
定
め
る
基
本
権
を
尊
重
し
そ
の
原
則
を
遵
守
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い

る
。
さ
ら
に
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
は
、
デ
ー
タ
保
護
指
令
ま
た
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
に
準
拠
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
も
記
載
さ
れ
て
い
る
。
例
え

ば
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
7
で
は
、「
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
の
枠
組
み
で
行
わ
れ
る
個
人
デ
ー
タ
の
処
理
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
お
よ
び
欧
州
議
会
お
よ
び
理
事
会

規
則
（EU

） 2018/1725

（
（1
（

に
準
拠
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
デ
ー
タ
処
理
は
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
で
、
公
共
の
利
益
、
す
な
わ
ち
課
税
問

題
、
脱
税
・
租
税
回
避
の
防
止
、
税
収
の
確
保
お
よ
び
公
正
な
課
税
の
促
進
を
目
的
と
し
て
規
定
さ
れ
て
お
り
、
加
盟
国
の
社
会
的
、

政
治
的
、
経
済
的
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
を
強
化
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
で
は
、
デ
ー
タ
保
護
に
関
す
る
関
連
Ｅ
Ｕ
法
へ
の

言
及
を
更
新
し
、
本
指
令
で
導
入
さ
れ
た
ル
ー
ル
に
拡
張
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
デ
ー
タ
主
体
の
権
利
保
護
を
確
保
し
な
が
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ら
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
お
よ
び
規
則
（EU

） 2018/1725

の
文
脈
に
お
け
る
デ
ー
タ
管
理
者
お
よ
び
デ
ー
タ
処
理
者
に
対
し
法
的
安
定
性

を
確
保
す
る
と
い
う
目
的
に
お
い
て
と
く
に
重
要
で
あ
る
。
本
指
令
は
、
基
本
権
憲
章
で
定
め
ら
れ
て
い
る
基
本
権
を
尊
重
し
、
そ

の
原
則
を
遵
守
す
る
。
と
く
に
、
当
該
指
令
は
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
お
よ
び
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
自
由
が
完
全
に
尊
重
さ
れ
る
こ

と
を
目
指
す
。」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
施
行
後
に
発
遣
さ
れ
た
Ｄ
Ａ
Ｃ
7
に
お
い
て
は
、
本
文
に
も
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
を
反
映
し
た
条
項
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
Ｄ
Ａ

Ｃ
7
の
二
五
条
一
項
に
は
、「
本
指
令
に
基
づ
く
す
べ
て
の
情
報
交
換
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
に
服
す
る
。
た
だ
し
、
加
盟
国
は
、
本
指
令

を
適
切
に
適
用
す
る
た
め
に
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
一
三
条
、
一
四
条
一
項
、
お
よ
び
一
五
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
義
務
お
よ
び
権
利
の
範
囲

を
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
一
項
（
ｅ
）
に
規
定
さ
れ
る
利
益
を
保
護
す
る
た
め
に
必
要
な
範
囲
に
制
限
す
る
。」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

（
二
）
情
報
交
換
制
度
お
よ
び
義
務
的
開
示
制
度
と
デ
ー
タ
保
護
保
障
の
抵
触

　

租
税
条
約
等
に
基
づ
く
情
報
交
換
に
は
、
要
請
に
基
づ
く
情
報
交
換
、
自
発
的
情
報
交
換
お
よ
び
自
動
的
情
報
交
換
が
あ
る
。
先

述
の
と
お
り
、
自
動
的
情
報
交
換
が
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
を
侵
害
す
る
可
能
性
が
最
も
高
い
と
思
わ
れ
る（

（1
（

。

　

Ｅ
Ｕ
委
員
会
が
設
立
し
た
金
融
情
報
の
自
動
的
情
報
交
換
に
関
す
る
専
門
家
グ
ル
ー
プ（

（2
（

は
、
二
〇
一
五
年
に
公
表
し
た
レ
ポ
ー
ト

に
お
い
て
、
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
に
照
ら
し
て
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
に
は
以
下
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
。
第
一
に
、
比
例
性

原
則
の
問
題
で
あ
る
。
無
差
別
に
選
定
し
た
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
収
集
お
よ
び
転
送
は
比
例
性
原
則
に
反
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
と
く

に
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
一
項
に
規
定
さ
れ
て
い
る
六
つ
の
原
則
に
つ
い
て
、
比
例
性
原
則
に
照
ら
し
て
の
判
断
を
要
す
る
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ

五
条
一
項
（
ｅ
）
保
存
制
限
に
つ
い
て
は
、D

igital Rights Ireland
事
件
判
決（

（2
（

で
は
、
デ
ー
タ
保
全
期
間
に
関
し
て
も
比
例
性

原
則
で
要
求
さ
れ
る
限
度
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
と
判
示
さ
れ
た
。
第
二
に
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
以
外
の
第
三
国
の
デ
ー
タ
保
全
状
況
の

問
題
で
あ
る
。
第
三
国
が
適
切
な
デ
ー
タ
保
護
と
機
密
保
持
を
実
施
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
る
。
第
三
に
、
交
換
さ
れ
た
情
報
が
脱



307

租税に関するデータ移転とデータ保護

税
や
租
税
回
避
に
関
す
る
ケ
ー
ス
と
は
無
関
係
で
あ
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
、
筆
者
の
知
る
限
り
、
租
税
に
関
す
る
情
報
交
換
制
度
ま
た
は
義
務
的
開
示
制
度
と
デ
ー
タ
保
護
制
度
の
抵
触
が
争
わ

れ
た
事
件
判
決
は
な
い
。
た
だ
し
、
情
報
交
換
指
令
Ｄ
Ａ
Ｃ
6 （

（2
（

と
憲
章
七
条
が
争
わ
れ
た
事
件
や
租
税
情
報
の
提
供
に
関
し
Ｇ
Ｄ
Ｐ

Ｒ
に
反
す
る
か
否
か
が
争
わ
れ
た
事
件
は
い
く
つ
か
あ
る
。
こ
れ
ら
の
事
件
を
分
析
・
考
察
し
、
先
に
掲
げ
た
問
題
に
つ
い
て
、
検

討
を
試
み
る
、

三　

Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
か
ら
導
く
規
範

（
一
）O

rde van Vlaam
se Balies and O

thers

事
件
判
決
（
二
〇
二
二
年
一
二
月
八
日
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
）（

（2
（

1　

事
実
の
概
要

　

二
〇
一
三
年
に
制
定
さ
れ
た
ベ
ル
ギ
ー
の
租
税
分
野
に
お
け
る
行
政
協
力
に
関
す
る
法
律
に
よ
れ
ば
、
弁
護
士
が
弁
護
士
秘
匿
特

権
に
服
す
る
場
合
、
他
の
関
係
す
る
仲
介
者
に
書
面
で
そ
の
義
務
を
履
行
で
き
な
い
理
由
を
通
知
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

る
。
申
立
人
で
あ
る
弁
護
士
ら
は
、
弁
護
士
が
負
う
弁
護
士
秘
匿
特
権
を
侵
害
す
る
こ
と
な
く
、
情
報
提
供
義
務
を
履
行
す
る
こ
と

は
不
可
能
で
あ
る
と
し
、
訴
え
を
起
こ
し
た
。
ベ
ル
ギ
ー
の
憲
法
裁
判
所
は
、「
当
該
ベ
ル
ギ
ー
の
法
律
は
、
憲
章
七
条
で
保
障
さ

れ
る
私
生
活
を
尊
重
す
る
権
利
を
侵
害
し
て
い
る
か
否
か
」
に
つ
い
て
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
先
決
付
託
し
た
。

2　

判　

旨

　

問
題
と
な
る
通
知
義
務
は
、「
ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
な
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
に
対
抗
し
、
脱
税
や
そ
の
リ
ス
ク
を
防
ぐ
と
す
る
Ｄ

Ａ
Ｃ
1
指
令
の
目
的
を
追
求
す
る
た
め
に
厳
密
に
は
必
要
で
あ
る
と
は
言
え
な
い
。」
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（
二
）Peter Puškár

事
件
判
決
（
二
〇
一
七
年
九
月
二
七
日
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
）（

（2
（

1　

事
実
の
概
要

　

ピ
ー
タ
ー
・
プ
シ
ュ
カ
ー
ル
氏
は
、
税
務
上
の
特
定
の
リ
ス
ト
に
自
ら
の
名
前
を
載
せ
な
い
よ
う
に
、
ま
た
当
該
リ
ス
ト
お
よ
び

財
務
局
の
電
子
シ
ス
テ
ム
か
ら
自
ら
の
デ
ー
タ
を
削
除
す
る
こ
と
を
求
め
て
、
訴
え
を
起
こ
し
た
。
ス
ロ
バ
キ
ア
共
和
国
最
高
裁
判

所
は
、「
憲
章
七
条
お
よ
び
同
八
条
の
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
は
、
個
人
デ
ー
タ
の
保
護
の
権
利
が
Ｅ
Ｕ
に
お
い
て
主
に
デ
ー
タ

保
護
指
令
を
通
じ
て
実
施
さ
れ
、
加
盟
国
が
税
務
行
政
の
目
的
で
個
人
デ
ー
タ
の
リ
ス
ト
を
当
該
関
係
者
の
同
意
な
し
に
作
成
す
る

こ
と
を
認
め
な
い
と
解
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
個
人
デ
ー
タ
が
脱
税
対
策
の
た
め
に
公
的
機
関
に
提
供
さ
れ
る
と
い
う
事
実
自
体
が

（
個
人
デ
ー
タ
保
護
を
―

筆
者
注
）
制
限
す
る
か
。」
に
つ
い
て
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
先
決
付
託
し
た
。

2　

判　

旨

　
「
争
点
と
な
っ
て
い
る
リ
ス
ト
は
、
当
該
規
定
に
該
当
す
る
可
能
性
が
高
い
。
争
点
と
な
っ
て
い
る
リ
ス
ト
の
作
成
目
的
で
あ
る

租
税
の
徴
収
と
脱
税
対
策
は
、
当
該
規
定
の
意
味
に
お
い
て
公
共
の
利
益
の
た
め
に
行
わ
れ
る
業
務
で
あ
る
。
そ
の
点
に
お
い
て
、

デ
ー
タ
保
護
指
令
六
条
一
項
（
ｂ
）
は
、
個
人
デ
ー
タ
が
特
定
の
明
示
的
か
つ
正
当
な
目
的
で
収
集
さ
れ
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る

こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
ア
ヴ
ォ
カ
ジ
ェ
ネ
ラ
ル
の
意
見
書
一
〇
六
項
に
よ
れ
ば
、
個
人
デ
ー
タ
の
処
理
の
目
的
は
、
デ
ー

タ
保
護
指
令
七
条
（
ｅ
）
の
範
囲
内
で
、
管
理
者
の
業
務
と
密
接
に
関
連
し
て
い
る
こ
と
が
上
げ
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
デ
ー
タ

処
理
の
目
的
が
明
確
に
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
争
点
と
な
っ
て
い
る
リ
ス
ト
の
作
成
が
、
本
件
で
問
題
と
な
っ
て
い
る

公
共
の
利
益
の
た
め
に
遂
行
さ
れ
る
業
務
に
必
要
で
あ
る
か
ど
う
か
は
、
と
く
に
争
点
と
な
っ
て
い
る
リ
ス
ト
の
作
成
の
正
確
な
目

的
、
リ
ス
ト
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
人
物
が
受
け
る
法
的
効
果
、
リ
ス
ト
の
公
的
性
質
を
考
慮
し
て
判
断
す
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、

比
例
性
原
則
が
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」「
こ
の
種
の
侵
害
が
相
応
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
の
は
、
当
該
人
物
が
関
係
の
あ
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る
法
人
の
取
締
役
と
し
て
活
動
し
て
い
る
と
疑
う
十
分
な
根
拠
が
あ
り
、
す
な
わ
ち
、
租
税
の
徴
収
お
よ
び
脱
税
対
策
に
対
す
る
公

共
の
利
益
が
損
な
わ
れ
る
場
合
の
み
で
あ
る
。」
と
し
、
次
の
よ
う
に
結
論
づ
け
た
。「
デ
ー
タ
保
護
指
令
七
条
（
ｅ
）
は
、
デ
ー
タ

主
体
の
同
意
を
得
る
こ
と
な
く
、
加
盟
国
当
局
が
、
争
点
と
な
っ
て
い
る
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
租
税
を
徴
収
し
、

脱
税
を
防
止
す
る
と
い
う
目
的
で
、
個
人
デ
ー
タ
を
処
理
す
る
こ
と
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
と
解
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
第
一
に
、
当
該
当
局
が
国
内
法
に
よ
り
同
上
の
意
味
に
お
け
る
公
共
の
利
益
の
た
め
に
遂
行
さ
れ
る
業
務
を
付
さ
れ
て
い
る
こ

と
、
当
該
リ
ス
ト
の
作
成
お
よ
び
デ
ー
タ
主
体
の
名
前
の
掲
載
が
追
求
さ
れ
る
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
実
際
に
適
切
か
つ
必
要
で

あ
る
こ
と
、
な
ら
び
に
デ
ー
タ
主
体
が
正
当
に
当
該
リ
ス
ト
に
含
ま
れ
て
い
る
と
推
定
す
る
に
十
分
な
根
拠
が
あ
る
こ
と
、
第
二
に
、

デ
ー
タ
保
護
指
令
に
よ
っ
て
課
さ
れ
た
個
人
デ
ー
タ
の
処
理
の
合
法
性
に
関
す
る
要
件
の
す
べ
て
が
満
た
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
、
必

要
と
な
る
。」（
傍
線
筆
者
）

（
三
）
Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
事
件
判
決
（
二
〇
二
二
年
二
月
二
四
日
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
）（

（2
（

1　

事
実
の
概
要

　

Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
社
は
、
ラ
ト
ビ
ア
の
オ
ン
ラ
イ
ン
広
告
サ
ー
ビ
ス
に
特
化
し
た
会
社
で
あ
る
。
Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
社
の
ウ
エ
ブ

サ
イ
ト
広
告
に
は
、
中
古
車
や
中
古
バ
イ
ク
な
ど
の
車
両
も
含
ま
れ
て
い
た
。
ラ
ト
ビ
ア
の
税
務
当
局
は
、
租
税
及
び
関
税
に
関
す

る
国
内
法
一
五
条
六
項（

（2
（

に
基
づ
い
て
、
Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
社
に
対
し
、
広
告
主
の
電
話
番
号
、
広
告
ウ
エ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
さ
れ
た

車
両
番
号
、
お
よ
び
一
定
の
期
間
に
自
動
車
の
セ
ク
シ
ョ
ン
に
掲
載
さ
れ
た
広
告
に
関
す
る
情
報
を
、
デ
ー
タ
を
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

で
き
る
形
式
で
電
子
的
媒
体
と
し
て
提
供
す
る
よ
う
に
要
求
し
た
。
Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
社
は
、
当
該
要
求
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
一
項
に

定
め
ら
れ
た
比
例
性
原
則
ま
た
は
デ
ー
タ
最
小
限
化
の
原
則
に
反
す
る
と
し
て
、
訴
え
を
提
起
し
た
。
ラ
ト
ビ
ア
国
内
裁
判
所
は
、

「
相
当
量
の
個
人
デ
ー
タ
を
含
む
情
報
の
開
示
を
求
め
る
税
務
当
局
に
よ
る
情
報
提
供
要
求
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
、
と
く
に
同
五
条
一
項
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に
準
拠
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
。」
に
つ
い
て
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
先
決
付
託
し
た
。

2　

判　

旨

　
「
個
人
デ
ー
タ
の
所
有
者
は
問
題
の
措
置
の
対
象
範
囲
と
そ
の
適
用
を
管
理
し
、
最
小
限
の
要
件
を
課
す
べ
く
明
確
か
つ
適
切
な

措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
転
送
を
受
け
る
者
は
、
デ
ー
タ
の
悪
用
リ
ス
ク
を
効
果
的
に
排
除
す
る
こ
と

を
十
分
に
保
障
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条
に
よ
り
採
用
さ
れ
る
措
置
は
、
明
確
か
つ
適
切
で
あ
り
、

そ
の
適
用
は
訴
訟
当
事
者
に
と
っ
て
予
測
可
能
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
く
に
、
後
者
に
つ
い
て
、
当
該
規
制
に
よ
っ
て
付
与
さ

れ
る
権
利
の
範
囲
が
制
限
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
状
況
お
よ
び
条
件
を
特
定
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
の
こ
と

か
ら
、
加
盟
国
の
税
務
当
局
は
、
Ｅ
Ｕ
法
ま
た
は
国
内
法
に
明
確
か
つ
適
切
な
法
的
根
拠
が
な
い
場
合
、
す
な
わ
ち
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条

に
規
定
さ
れ
る
義
務
と
権
利
の
範
囲
が
制
限
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
状
況
と
条
件
を
規
定
し
、
訴
訟
当
事
者
が
予
測
可
能
で
あ
る
場

合
を
除
い
て
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
の
規
定
を
逸
脱
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。」
と
し
、「
加
盟
国
の
税
務
当
局
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
二
三
条

一
項
の
意
味
に
お
け
る
立
法
措
置
に
よ
っ
て
権
利
が
付
与
さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
一
項
の
規
定
に
定
め
る
権
利
お
よ

び
義
務
を
免
除
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。」
と
結
論
づ
け
た
。

　

デ
ー
タ
処
理
の
期
間
が
不
特
定
で
あ
り
、
そ
の
デ
ー
タ
は
無
制
限
の
量
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
、「
強
調
す
べ
き
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ

五
条
一
項
（
ｂ
）（

（2
（

に
お
い
て
、
個
人
デ
ー
タ
は
、
特
定
の
明
確
な
目
的
の
た
め
に
収
集
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
一
に
、
デ
ー

タ
処
理
の
目
的
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
二
に
、
処
理
の
目
的
が
明
示
的
で
あ
る
、
す
な
わ
ち
明
確
に
記
載
さ
れ
て
い
る

必
要
が
あ
る
。
最
後
に
、
こ
れ
ら
の
目
的
は
正
当
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（
中
略
）
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
一
項
（
ｃ
）（

（2
（

に
し
た
が

い
、
個
人
デ
ー
タ
は
適
切
か
つ
関
連
性
が
あ
り
、
処
理
さ
れ
る
目
的
に
照
ら
し
必
要
な
も
の
に
限
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ

の
点
に
関
し
、
一
貫
し
た
判
例
法
に
よ
れ
ば
、
そ
の
よ
う
な
デ
ー
タ
保
護
の
原
則
か
ら
の
逸
脱
お
よ
び
制
限
は
、
厳
密
に
必
要
な
範
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囲
内
で
実
行
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
デ
ー
タ
管
理
者
が
、
委
託
さ
れ
た
公
益
目
的
の
枠
組
み
で
行
動
し
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
一
般
的
か
つ
無
差
別
な
方
法
で
個
人
デ
ー
タ
を
収
集
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。」
と
し
、「
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
は
、
加
盟
国
の
租

税
立
法
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
も
の
の
、
特
定
の
目
的
に
照
ら
し
て
個
人
デ
ー
タ
は
収
集
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
当
該
デ
ー
タ
の

収
集
期
間
は
意
図
さ
れ
た
一
般
的
利
益
を
達
成
す
る
た
め
に
厳
密
に
必
要
な
期
間
を
超
え
な
い
場
合
に
限
り
、
個
人
デ
ー
タ
を
含
む

情
報
を
要
求
で
き
る
」
と
結
論
づ
け
た
。（
傍
線
筆
者
）

（
四
）
小　

括

　

Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
判
決
は
、
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
保
障
に
か
か
る
判
断
に
つ
い
て
も
、
そ
の
制
限
の
判
断
に
つ
い
て
も
、
デ
ー
タ

主
体
（
納
税
者
）
に
優
位
な
判
断
を
示
し
た
。
個
人
デ
ー
タ
の
収
集
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人
デ
ー
タ
が
「
特
定
の
明
示
的
か
つ
正
当

な
目
的
」
で
収
集
さ
れ
る
こ
と
、
お
よ
び
デ
ー
タ
処
理
の
「
目
的
が
明
確
」
に
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
た
。
換
言
す
れ
ば
、
デ
ー

タ
主
体
に
予
測
可
能
性
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
脱
税
や
租
税
回
避
防
止
の
た
め
に
デ
ー
タ
を
収
集
す
る
場
合
に
お
い
て
も
、

そ
の
正
確
な
目
的
や
公
的
性
質
、
デ
ー
タ
主
体
が
受
け
る
法
的
効
果
を
考
慮
し
て
判
断
す
る
こ
と
を
求
め
、
そ
の
際
に
比
例
性
原
則

が
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
。
デ
ー
タ
主
体
の
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
へ
侵
害
が
相
応
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
の
は
、
当

該
者
が
脱
税
や
租
税
回
避
行
為
を
行
っ
て
い
る
と
疑
う
十
分
な
根
拠
が
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
租
税
の
徴
収
お
よ
び
脱
税
対
策
に
対

す
る
公
共
の
利
益
が
損
な
わ
れ
る
場
合
の
み
で
あ
る
と
示
し
た
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
転
送
を
受
け
る
側
に
お
い
て
も
、
デ
ー
タ
の
悪

用
リ
ス
ク
を
効
果
的
に
排
除
す
る
こ
と
を
十
分
に
保
障
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に
も
言
及
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
比
例
性
原

則
に
倣
い
、
個
人
デ
ー
タ
は
適
切
か
つ
関
連
性
が
あ
り
、
処
理
さ
れ
る
目
的
に
照
ら
し
必
要
な
範
囲
内
に
限
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
と
し
た
。
Ｓ
Ｉ
Ａ
「
Ｓ
Ｓ
」
事
件
判
決
に
お
い
て
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
に
関
し
、「
一
般
的
か
つ
無
差
別
な
方
法
で
個
人
デ
ー
タ

を
収
集
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
判
示
し
た
。
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こ
れ
ら
の
判
断
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
六
条
）
に
規
定
す
る
目
的
制
限
の
原
則
お
よ
び
デ
ー
タ
最
小
限
化
の
原

則
を
考
慮
し
て
下
さ
れ
た
。
取
り
上
げ
た
三
つ
の
判
例
か
ら
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
の
一
貫
し
た
解
釈
に
よ
り
、
租
税
デ
ー
タ
以
外
の
デ
ー
タ

だ
け
で
な
く
、
租
税
デ
ー
タ
に
対
し
て
も
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
保
障
の
対
象
に
な
り
得
る
と
す
る
肯
定
的
な
見
解
を
も
た
ら
す
こ
と

が
で
き
よ
う（

（2
（

。

　

ま
た
、O

rde van V
laam

se Balies and O
thers

事
件
判
決
に
お
い
て
、
Ｄ
Ａ
Ｃ
1
指
令
の
目
的
を
追
求
す
る
た
め
に
厳
密

に
は
必
要
で
な
け
れ
ば
、
デ
ー
タ
の
提
供
も
制
限
さ
れ
得
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

　

情
報
交
換
制
度
お
よ
び
義
務
的
開
示
制
度
に
お
い
て
、
目
的
を
明
ら
か
に
、
ま
た
そ
の
目
的
が
正
当
で
あ
り
、
さ
ら
に
目
的
に
か

な
っ
た
デ
ー
タ
処
理
の
み
が
、
デ
ー
タ
保
護
規
範
に
反
し
な
い
こ
と
と
な
る
。
換
言
す
れ
ば
、「
一
般
的
か
つ
無
差
別
な
方
法
で
個

人
デ
ー
タ
を
収
集
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
」。

四　

Ｅ
Ｕ
税
務
行
政
共
助
適
用
に
お
け
る
デ
ー
タ
保
護
の
保
障

　

先
述
し
た
Ｄ
Ａ
Ｃ
の
問
題
、
す
な
わ
ち
比
例
性
原
則
の
問
題
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
以
外
の
第
三
国
の
デ
ー
タ
保
全
状
況
の
問
題
、
お
よ

び
交
換
さ
れ
た
情
報
が
脱
税
や
租
税
回
避
に
関
す
る
ケ
ー
ス
と
は
無
関
係
で
あ
る
問
題
に
つ
い
て
、
検
討
す
る
。

　

比
例
性
原
則
の
問
題
に
関
し
て
は
、
先
の
判
例
か
ら
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
五
条
か
ら
、
適
切
な
措
置
を
講
じ
な
い
場
合
に
は
デ
ー
タ
移
転

は
認
め
ら
れ
な
い
。
特
定
の
明
示
的
か
つ
正
当
な
目
的
を
有
し
、「
適
切
か
つ
関
連
性
が
あ
り
、
処
理
さ
れ
る
目
的
に
照
ら
し
必
要

な
範
囲
内
に
限
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

第
三
国
の
デ
ー
タ
保
全
状
況
に
関
す
る
問
題
に
つ
い
て
、「
デ
ー
タ
の
転
送
を
受
け
る
側
に
お
い
て
も
、
デ
ー
タ
の
悪
用
リ
ス
ク

を
効
果
的
に
排
除
す
る
こ
と
を
十
分
に
保
障
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
判
示
さ
れ
て
い
る
。
わ
が
国
に
関
し
て
言
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
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の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
法
制
化
に
お
い
て
、
わ
が
国
の
個
人
情
報
保
護
法
は
「
十
分
性
」
を
満
た
し
て
い
る
と
見
な
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ

り
、
Ｅ
Ｕ
域
内
か
ら
わ
が
国
へ
煩
雑
な
手
続
を
す
る
こ
と
な
く
情
報
の
移
転
が
認
め
ら
れ
る
。

　

交
換
さ
れ
た
情
報
が
脱
税
や
租
税
回
避
に
関
す
る
ケ
ー
ス
と
は
無
関
係
で
あ
る
場
合
、
さ
ら
に
言
え
ば
無
差
別
の
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

の
処
理
に
つ
い
て
は
、「
一
般
的
か
つ
無
差
別
な
方
法
で
個
人
デ
ー
タ
を
収
集
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
判
示
さ
れ
た
。
自
動
的

情
報
交
換
の
場
合
、
こ
の
問
題
が
当
て
は
ま
り
、
デ
ー
タ
処
理
の
状
況
が
開
示
さ
れ
争
い
に
な
れ
ば
、
納
税
者
の
デ
ー
タ
保
護
の
権

利
を
保
障
す
る
よ
う
な
判
断
が
下
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
わ
が
国
の
例
で
言
え
ば
、「
租
税
条
約
等
に
基
づ
く
相
手

国
等
と
の
情
報
交
換
及
び
送
達
共
助
手
続
に
つ
い
て
（
事
務
運
営
指
針
）」
に
、
租
税
条
約
等
に
基
づ
く
情
報
交
換
に
よ
り
入
手
し
た

デ
ー
タ
に
つ
い
て
は
守
秘
義
務
が
課
さ
れ
て
お
り
、
開
示
の
求
め
に
対
し
て
は
国
税
通
則
法
等
に
お
け
る
守
秘
義
務
解
除
可
否
の
検

討
に
加
え
、
個
々
の
租
税
条
約
等
の
規
定
を
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

デ
ー
タ
保
護
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
の
姿
勢
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
に
刻
ま
れ
た
人
間
の
尊
厳
を
基
調
に
し
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
に
お
け

る
憲
法
的
存
在
で
あ
る
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
お
よ
び
憲
章
が
こ
れ
を
支
え
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
断
も
ま
た
、
基

本
権
の
一
つ
で
あ
る
個
人
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
の
守
護
者
と
な
っ
て
い
る
。
租
税
分
野
に
お
い
て
も
、
留
保
を
除
い
て
は
、
他
分
野

と
同
様
に
（
同
等
の
レ
ベ
ル
で
）
デ
ー
タ
主
体
の
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
は
遵
守
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る（

（3
（

。

お
わ
り
に

　

本
稿
は
、
租
税
に
関
す
る
情
報
交
換
制
度
お
よ
び
義
務
的
開
示
制
度
と
Ｅ
Ｕ
デ
ー
タ
保
護
規
範
の
関
係
を
条
文
及
び
判
例
を
分
析

す
る
こ
と
に
よ
り
明
ら
か
に
し
た
。
Ｄ
Ａ
Ｃ
と
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
が
直
接
争
わ
れ
た
事
件
は
現
時
点
で
筆
者
の
知
る
限
り
な
い
が
、
Ｄ
Ａ
Ｃ

と
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
権
の
抵
触
事
件
お
よ
び
租
税
デ
ー
タ
の
処
理
と
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
（
デ
ー
タ
保
護
指
令
）
が
争
点
と
な
っ
た
事
件
を
元
に
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検
討
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
差
し
当
た
っ
て
、
自
動
的
情
報
交
換
に
お
け
る
デ
ー
タ
処
理
が
一
般
的
か
つ
無
差
別
に
行
わ
れ
る
の
で

あ
れ
ば
、
納
税
者
の
デ
ー
タ
保
護
の
権
利
保
障
の
た
め
、
そ
の
よ
う
な
デ
ー
タ
処
理
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
に
反
す
る
可
能
性
が
高
い
と
結
論

づ
け
た
。
こ
れ
に
関
し
、
脱
税
や
租
税
回
避
の
ケ
ー
ス
を
除
き
、
情
報
交
換
さ
れ
た
情
報
の
開
示
は
容
易
で
な
い
と
こ
ろ
、
Ｅ
Ｕ
司

法
裁
判
所
で
争
わ
れ
る
事
件
を
の
ぞ
む
。

〔
付
記
〕
本
研
究
は
、
二
〇
二
一
年
度
の
公
益
財
団
法
人
全
国
銀
行
学
術
研
究
振
興
財
団
の
助
成
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。

（
1
）　

情
報
交
換
お
よ
び
義
務
的
開
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に
係
る
Ｅ
Ｕ
立
法
（
二
次
法
）
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整
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検
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し
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の
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し
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拙
稿
「
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す
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デ
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（
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Ｕ
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さ
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